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民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言 

 
 
  平成１５年９月に中央防災会議に設置された「民間と市場の力を活かした防災力向上

に関する専門調査会」は、民間企業、個人、地域のＮＰＯ等の力を用いた防災力を向上

させる方策等を検討し、「民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言」を平成16年
10月にとりまとめた。 

 
【要点】 
 
1. 防災対策に関する社会の目標明示 
・事前の対策や平時の備えを適切に行うことで被害軽減が可能で、そのためには、具体

的な目標を官民が連携して提示し、社会全体で共有することが必要。 
 →目標を持つことが企業や地域のＮＰＯ等の防災対策の奨励、促進、誘導につながる。 
 
2. 多様な主体による取組みと環境整備実施 
・個人、地域の諸団体、ＮＰＯ、企業等の取組みを促進 

 
3. 具体の方策として実現すべきもの（主要なもの） 
(1) 地域や民間で防災まちづくりを進めるための方策 
・防災まちづくりを促進のための、支援ガイドブック、支援サイト、相談窓口開設、講

師派遣 等  
(2) 企業と市場の力をよりよく発揮させるための方策 
・企業の災害時業務継続計画（BCP）策定促進のための、BCPガイドライン作成、促進
措置 
・企業の防災対応が投資家から評価されるための仕組みの構築 等 

(3) 社会と地域の「備え」を高める方策 
・防災情報の共有化の促進及び普及、防災教育、人材育成、地震保険の普及 

(4) 緊急に実施すべき減災対策 
・住宅･建築物の耐震化、津波対策 
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官庁施設の耐震診断結果等の公表について 別紙（抄） 

平成１８年８月２５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省ＨＰより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国土交通省官庁営繕部公表資料より抜粋 
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官庁施設の耐震診断結果等の公表について 別紙（抄） 

平成１９年９月１１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国土交通省官庁営繕部公表資料より抜粋 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 総務省公表資料（平成18年６月２日） 
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「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査結果」より抜粋 



平成19(2007)年4月1日現在

耐震性あり

75,923棟（58.6％）

耐震性がある建物
（改修済みを含む）
27,126棟（20.9％）

耐震性がない※建物で
未改修のもの
45,041棟（34.8％）

 65,503棟(耐震診断実施棟数)
  82,504棟(昭和５６年以前)

　79.4%=

昭和56( 81)年以前の建物
80, 2棟（62.3％）

　　　　　　　　耐震診断済
　　　　　　　72,167棟（89.4%)

　※

昭和57(1982)年以降建物
48,797棟（37.7％）

耐震診 未実施建物
8,59 （6.6％）

平成19(2007)年度公立学校施設の耐震改修状況調査による耐震化の状況（小中学校）

全体棟数
129,559棟

72,167棟(耐震診断実施棟数)
80,762棟(昭和５６年以前)

　89.4%=
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※ 出典：文部

「公立学校
19
76

断
5棟
※耐震性が確認されていないものを含む。

耐震性なし＋未診断

53,636棟（41.4％）

科学省公表資料（平成 19 年６月８日） 

施設の耐震改修状況調査の結果について」資料１ 




